
№ 項　　　目

　区　分
（開示・非
開示、そ
の他等）

備　考

1

平成25年3月までの30分単
位の電力需要見通し
（もし30分単位のデータがない
場合は、できる限り詳細な時
間単位のデータ）

その他 別冊あり

2
過去の需要見通しと結果
の比較

開示

3
平成25年3月までの個別発
電所の運転予定（原子力が
再稼働しない場合）

その他

4
平成25年3月までの燃料の
購入予定

その他

5
平成24年3月までの収支見
通し

開示

6
スマートメーターの設置計
画

開示

7
過去の時間帯別料金制度
の導入時における需要動
向の分析結果

開示

8
火力発電所、水力発電所
等のこれまでのアクシデン
トの状況と対応

開示

9
需給調整契約（随時および
計画）の現状とその発動に
よる需要削減の見通し

開示

10
この夏に向けて他社融通
の規模・価格委の見通し

その他

11
この夏に向けてIPP等から
の購入規模・価格の見通し

その他

12

全ての原子力発電所の立
地場所に関するこれまでの
地震や地盤などの調査の
結果

開示 別冊あり

13
全ての原子力発電所のこ
れまでの事故に関する情
報

開示 別冊あり

14
全ての原子力発電所での
シビアアクシデントの影響
のシミュレーションの結果

開示 別冊あり

15

原子力発電所でシビアアク
シデントが発生した場合の
損害賠償に対する備えの
状況

開示

関西電力からの情報開示の概要一覧表

平成18年度から現在までの関係法令によって報告が義務付けられてい
る事故や立地自治体との協定に基づき報告対象となる異常事象につい
ての一覧表と個別の事故・事象ごとの原因と対策をまとめた報告書を
別冊にて提供。

想定を超える事故が発生した場合にも原子炉施設の立地上の妥当性
を示すために「原子炉立地審査指針」に基づき、重大事故及び仮想事
故を想定し、周辺住民の被ばく評価を実施しその内容を別冊にて提供。

原賠法に基づく備えを実施。その概要をペーパーにて整理。

時間帯別電灯、季節別時間帯別電灯、産業用及び業務用季節別時間
帯別電力について昼間（7～23時）、夜間（23～7時）の時間帯を設定し、
契約口数を想定。

平成18年度以降の火力、水力の計画外停止率、アクシデント件数の推
移表。
対応については、その概要をペーパーにて整理。

昨夏と今冬における随時調整契約と計画調整契約の概要と契約口数、
それによる節電効果の一覧表。

平成24年度の供給計画策定中のため、現時点での他社融通の見通し
を立てるに至らずとのこと。

平成24年度の供給計画策定中のため、現時点でのＩＰＰ等からの購入
見通しを立てるに至らずとのこと。

平成22年11月25日に原子力安全・保安院の審議結果を踏まえて評価
内容をとりまとめた報告書から各原子力発電所の敷地周辺の地質・地
質構造や基準地震動に関連する詳細データーを別冊にて提供。

●原子力発電に対する安心・安全の確保

低圧部門と高圧部門ごとの現在の導入数、5年後と約10年後の導入見
通し（目標）の一覧表。

開示内容　（非開示の場合はその理由）

現在平成24年度供給計画を策定中のため需要見通データなし。
平成22年度から至近までの1時間ごとのデーターを別冊にて開示。

過去5年間の月別最大3日平均電力の計画値と実績値の一覧表。

現在平成24年度供給計画を策定中のため運転予定データなし。
なお、今冬に延長した定期検査を24年度に入れる必要があるとのこと。
平成22年度から至近までの各月の発電実績データー（電源別）。

現在平成24年度供給計画を策定中のため購入予定データなし。
平成22年度から至近までの燃料種別ごとの購入数量実績・計画のデー
タ一覧表・グラフ。

連結及び単独ごとに売上高、営業損益、経常損益、当期純損益の一覧
表。

●電力の安定供給

資料１



№ 項　　　目

　区　分
（開示・非
開示、そ
の他等）

備　考開示内容　（非開示の場合はその理由）

16 人件費の内訳 開示

17 燃料の調達の方法と価格 一部開示

18
業務委託先の一覧表と業
務委託価格

非開示

19
保養所の一覧表と各保養
所の収支

開示

20 所有不動産の一覧表 一部開示
個別の物
件情報は
ない。

21 保有株の一覧表 開示

22
直近１０年間の政治家の
パーティー券購入実績

非開示

23
直近１０年間の学者に対す
る奨学寄付金などの支援
実績

一部開示

24
直近１０年間の広報の支出
実績

一部開示
個別具体
の支出は
不明。

25
検針コストの直近１０年間
の推移

開示

26
スマートメーターの設置の
実績

開示

27
全発電所の直近１０年間の
設備利用率

開示
電源別の
トータル。

28
ＩＰＰ、自家発電等からの調
達実績

一部開示

29
直近5年間の取締役会の
議事録

非開示
（別途手続き
により開示）

30 現時点での株主の一覧表
非開示
（別途手続き
により開示）

31
関西電力の電気料金の算
定根拠

開示

会社法に基づく手続き（株主権行使）を求める。

経済産業省令に基づき算定。その経費明細と算定プロセスについての
情報を提供。

平成13年度から22年度まで10年分の普及開発関係費（販売費と一般
管理費）の総額を開示。
販売費：負荷平準化及び省エネ促進関係。
一般管理費：原子力への理解促進、再エネ、安定供給、電気の安全性
など。

直近10年間のトータルコストの一覧表。
なお、年間検針延数の一覧表も添付し、件数の伸びとコストの上昇が
ほぼ比例との説明。

全体の約6割がスマートメーター化。
低圧部門：1割弱。（1300万台の内114万台）
高圧部門（契約電力概ね500ｋｗ未満）
　　　　　　：10割（11万台のすべて）。内8割は30分間隔の使用電力記録
可。
高圧部門（契約電力概ね500ＫＷ以上）
　　　　　　：10割（1.3万台）。内9割超は30分間隔の使用電力記録可。

火力：H13～H23年度別、月別、最近の日別のデータ
原子力：H13～H23年度別、H23月別のデータ
一般水力・揚水：H13～H23年度別のデータ
太陽光：H22-H23年度別のデータ

H18～H23の各年度毎の電力量、料金の合計の一覧表。
（ＩＰＰ、自家発電の区分、事業者ごとの内訳なし）

議事録には経営全般に関する機密情報や契約相手方との守秘義務の
ある情報などが含まれていることから非公開。（会社法に基づく裁判所
許可が必要。）

保養所（2か所）の名称・所在地と平成22年度の収支（2施設の総額）を
開示。
なお、関連会社との共有施設ならびに関電健保組合保有施設（6施設）
について名称のみ表記。

土地：事業用途ごとに土地の筆数、面積、簿価の一覧表。
建物：事業用途ごとに建物の棟数、延床面積、簿価の一覧表。

関係会社及び関係会社以外の銘柄ごとの株式数と貸借対照表計上額
の一覧表。

法令上開示対象となるものはないとして開示を拒否。
（購入価格は料金原価に含めていないとのこと）

学者・研究者等個人あて寄付なし。
大学への寄付講座・研究助成については直近10年で24件290百万円。
なお、個別の開示は業務遂行上の理由から非開示とのこと。

●その他

平成22年度の人件費について総額ベースで役員給与、給料手当、退
職給与、厚生費などの内訳を一覧に整理。

燃料調達方法については、石油、ＬＮＧ、石炭について調達概要の資料
提供。
調達価格については、契約上の守秘義務ならびに今後の取引への影
響のおそれから非開示。参考として市況動向グラフを提示。

営業秘密に該当し、委託先ならびに関電の今後の取引に重大な影響
が生じるとの理由で非開示。なお、委託費の総額と区分ごとの金額につ
いては情報提供。

●コストの削減


